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特 集 Ⅱ

全国将来人口推計とその応用に関する研究（その３）

外国人の国際人口移動分析手法に関する考察

佐 々 井 司

はじめに

『日本の将来推計人口』における出生，死亡および国際人口移動の各仮定値のうち，国

際人口移動は，統計情報，分析手法，仮定設定の考え方，それぞれにおいて，他とは異な

る特徴を持つ．

将来推計人口における国際人口移動に関する仮定値は，主として総務省統計局により毎

年公表されている『人口推計』の数値を用いた分析結果をベースに設定されている．同統

計は将来推計に必要とされる男女年齢各歳別の情報が得られる唯一の資料でもある．それ

以外には，法務省によって公表されている『出入国管理統計』が，外国人人口に関する近

年の変動傾向にみられる特徴を探索するための補足資料として用いられており，国籍別や

在留資格別の動向を概ね知ることが可能である．ただし国際，国内に関わらず，「人口移

動」の定義は統計ごとに必ずしも同じでないことから，分析に用いる際には留意が必要と
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本稿は，将来人口推計における外国人の国際人口移動分析手法に関して，将来人口推計の仮定設

定への応用を主目的として，その改善の可能性について考察を行うものである．

将来人口推計における国際人口移動の仮定設定の方法が見直される過程で，その分析手法にも改

善が加えられてきた．主として，入国超過総数に関して男女年齢別純移動率に依って分析する方法

から，日本人・外国人別の分析へと変更が行われた．さらに，日本人に関しては男女年齢別純移動

率を用い，外国人に関しては入国超過数とその年齢パターンという2要素の分析を通じて仮定設定

が行われてきた．しかしながら，リーマンショックや東日本大震災等を機に，これまで比較的安定

的に観測されてきた外国人の入国超過傾向が崩れ，推計仮定値と実績値との乖離が顕在化したこと

から，より汎用性の高い仮定設定のあり方を検討する必要性に迫られている．

本稿では，仮定設定の基になる国際人口移動分析の新たな試みとして，外国人の入国超過を入国

と出国とに別け，入国者数と出国者数それぞれの推移，入国者の年齢別割合および年齢別出国率の

変化等について分析とその結果の考察を行っている．移動総数の増大が入国超過数の動向に及ぼす

影響，入国，出国に観測される男女別，年齢別移動パターンの特徴などに関して示唆的な結果が得

られた．従来手法の課題を補足し，推計仮定値の精度を向上させるために，実用化に向け今後更な

る改善に努めたい．



される１）．

人口変動における国際人口移動の重要性が認識され始めたのは近年になってからである．

具体的には，国際人口移動が人口構造に及ぼす影響が顕在化するのは1970年代以降である．

そのため，国際人口移動分析の蓄積はいまだ十分とは言えないものの，『日本の将来推計

人口』に係る国際人口移動の分析や仮定値設定の方法についてはその都度重要な改善が行

われている．まず，国際人口移動の影響がわが国の人口規模に対して比較的小さかった平

成9（1997）年推計までの推計仮定においては，総人口（外国人を含む）の男女年齢別純

移動率すなわち，入国と出国の差である年齢別入国超過率を将来も一定とすることに妥当

性があった．しかし，その後の分析から日本人と外国人との移動傾向の違いが明らかになっ

たことから，平成14（2002）年推計以降，日本人については日本人人口を分母とする男女

年齢別純移動率を仮定値とし，外国人については入国超過数の仮定値と年齢パターンから

男女年齢別移動数を算出し仮定値としてきた．ただし，外国人の入国超過数を将来仮定値

として用いるこの方法は，外国人の入国超過数が長期的には一定数で固定されるという仮

定設定になっており，人口が減少し続ける状況下では総人口に占める外国人割合が拡張し

続けるという問題があった．そこで，最新の平成24（2012）年1月推計では，外国人入国

超過数の総人口に対する比率が中期的に一定とし，入国超過数を人口規模に連動させる方

法を採用した（石川 晃・佐々井 司 2012）．

『日本の将来推計人口』における国際人口移動の仮定設定の変遷過程で，上述のように，

分析手法にもいくつかの改善が行われてきたものの，国際人口移動分析には依然として課

題が残されている．そこには主に，定量的情報の制約と分析手法の問題という2つの側面

がある．まず，国際人口移動に関する男女各歳別の情報が入国超過数でしか得られないこ

とが制約条件の一つとなっている．日本人に関しては入国超過数を期首の日本人人口で割っ

た入国超過率が従来から仮定値として用いられてきた．本来であれば，母集団と発生事象

という関係において整合性を持たせるのであれば，出国と入国とに別けるのが妥当だと思

われる．すなわち，日本人の出国数を（日本に在住する）日本人人口で除した日本人出国

率と，日本人の入国数を海外に在留する日本人２）で除した日本人入国率とに別けるとい

う方法が考えられる．ただし，日本における日本人が出国し，再び入国（帰国）すること

を前提とするのであれば，分析上入国超過率を用いることに根本的な問題はない．他方，

外国人の場合，日本人と同様に入国超過率を分析に用いるのは現実的とは言えない．なぜ

なら，外国人の移動の出発点は当然のことながら海外にあり，ある特定の国からわが国へ
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1）例えば，一般に人口とは常住人口のことをいい，そのため人口移動の定義は，人口の常住地の移動と理解さ

れている．ちなみに，常住人口は「当該住居に3か月以上にわたって住んでいるか，又は住むことになってい

る人」であるため，人口移動の定義もそれに準じたものと考えられる．しかし，移動者のすべてがその定義と

一致するわけではない．特に，国際人口移動の場合には，観光，外交，公用等滞在期間の短い者や再入国資格

での移動者は移動数の対象から除外されている．ところが，長期間の滞在資格の者が実際には短期間の滞在で

出国した場合やオーバースティなどの厳密な統計はなく，必ずしも実態を完全に反映したものとはなっていな

い点を留意しなければならない．

2）外務省領事局政策課『海外在留邦人数調査統計』から得られるが，把握・掲載されている数値は在留届の提

出を行った日本人に限定され，年齢別には集計されていない．



国境を越えて入国，その後わが国から他国（第三国の場合も）への出国が起こると考える

と，少なくともわが国への入国率算出の際の分母人口は海外における外国人人口というこ

とになる．日本における外国人人口を入国率算出の際の分母とする指標は，事象の発生と

その母集団の関係からすると矛盾している．入国と出国の差を用いた入国超過率でも理論

的には同様である（佐々井・石川 2008）．

他方で，外国人の国際人口移動に大きな影響を及ぼす社会経済環境が近年劇的に変化す

ることにより，従来から用いられてきた仮定設定の方法では適応できないケースも散見さ

れるようになった．具体的には，リーマンショックや東日本大震災等を起因として，これ

まで比較的安定していた外国人の入国超過の傾向に変化がみられ，推計仮定に新たな課題

が生じている．2008年まではほとんどの年で外国人は入国超過であり，中長期的にみて出

国超過の兆候がみられなかったことから，将来の仮定設定も入国超過を前提とすることに

何ら問題はなかった．しかしながら，直近の数年間においては連続して大幅な出国超過が

続き，従来から用いてきた仮定設定の前提が崩れてしまった．そのことにより手法上の課

題も顕在化した．例えば，入国超過数の年齢パターンである．入国超過時の情報を用いて

分析する限り入国超過の年齢パターンには安定した傾向がみられるものの，出国超過時の

それとは大きく異なっている．そのため，東日本大震災等の影響でかなりの規模の出国超

過となった期間における外国人の年齢別にみた入国超過の実績値は，入国超過時の年齢パ

ターンを出国超過数にあてはめて算出した仮定値と，まったく異なる結果となった．

このように，現在の仮定設定の方法では，外国人の出国超過に対応できないという欠陥

が露呈した．そこで，多様な状況下で用いることのできる汎用性の高い人口移動分析の枠

組みを，外国人の国際人口移動の仮定設定への応用を主目的として模索，検討してきた．

本稿では，外国人の国際人口移動について，入国超過を入国と出国に別けて試行的に分

析を行う．具体的には，入国および出国における男女別年齢パターンの近年の変化につい

て定量的分析を行い，それぞれの特徴を明らかにしたうえで，入国超過に及ぼす影響につ

いて考察を行う．なお，年齢各歳には情報が得られないため，入手可能な5歳階級別の数

値を分析に用いている．

Ⅰ 外国人の入国超過数と出入国者数について

総務省統計局『人口推計』では参考表のなかで，日本人と外国人別に男女別出入国者数

を掲載している．図1は，1973年以降の入国者数，出国者数および入国超過数の推移を併

せて示したものである．

まず，外国人の入国超過数（90日以内の短期の滞在を除く入国者数から出国者数を引い

たもの）をみると，1970年代には5千人前後と僅かであったが，1980年代になると徐々に

増加している．1980年代後半からは増加傾向がさらに顕在化し，1990年代初頭まで毎年の

増減幅は著しく大きくなっている．その後現在（2011年）までの推移は，それ以前の比較

的安定した傾向とは異なり，毎年激しい変動が観測される．そして，1994年（1993年10月
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1日～1994年9月30日：以下，年次と期間の関係は同様）および2009年以降は入国超過数

が大きく減少（出国超過）している．ちなみに，入国超過数が最も多かったのは2000年に

おける8万8,000人で，次いで2007年の7万9,000人であった．一方，同じ期間における入

国者数と出国者数それぞれの推移を観測すると，概ね安定した傾向を示している．入国者

数，出国者数ともに1980年代半ば以降ほぼ直線的に増加している．1980年第半ばまでの入

国者数，出国者数はともに25～30万人前後であったが，直近の2010年10月1日から2011年

9月30日までの1年間における入国者数は188万7,000人，出国者数は193万8,000人と両者

ともに25年間で優に6倍を超えている．外国人の入国超過数の推移だけを観測していては

気付かないが，1980年半ば以降の出入国者数の増大に伴って，それらに占める入国超過数

の割合は確実に低下している．近年の出入国者数の規模に比して，入国者数と出国者数の

差である入国超過数はかなり少ないと言える．結果的に，出入国者数が今日の水準の規模

にまで増加すると，入国と出国いずれかの微妙なぶれが，入国超過数を大きく変動させる

効果をもたらす．平成14（2002）年推計以降は，外国人の国際人口移動仮定に入国超過数

を用いているが，近年安定かつ明瞭な傾向を見出すのが難しくなりつつある原因の一つと

して，以下のような移動総数の増大が挙げられよう．
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図１ 外国人の入国者，出国者および入国超過数



Ⅱ 外国人の入国について

さて，外国人の入国者数はさまざまな社会経済的要因によって規定されており，人口学

的要因のみで説明するのは難しい．仮に人口学的要因で外国人の入国を説明しようとする

と海外における外国人を分母とする入国率を用いることになるが，現実的には，これを分

析に耐えうる指標にするのは難しい．そこでまず，入国者数の推移とその年齢分布の特徴

を考察してみよう．図1ですでにみた通り入国者数は1980年代半ば以降ほぼ直線的に増加

しているが，男女別にみてもそれぞれ直線的な上昇傾向がみられる．ただし，女性の伸び

が男性のそれよりも急速に進行しており，1999年以降の毎年の入国者数は女性の方が多い．

また，男性入国者数は2009年の前後で凹凸が激しくなっており，リーマンショックの影響

が男性の移動により顕在化しているものと考えられる（図2）．

つぎに，毎年の男女別入国者数の年齢別割合によってその分布をみてみよう．総務省統

計局『人口推計』では5歳階級別の数値が公表されていることから，ここではそれを用い

ることにする．

男性の場合，1980年前半までと1980年代後半以降で年齢分布の形状が異なっている（図
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図２ 外国人入国者数



3）．1980年代後半で20歳代後半をピークとする山形を形成し，1990年代前半以降は50歳

以上の割合が徐々に縮小しながら，2000年代前半，後半にみられる分布に落ち着いている．

すなわち20歳代後半と30歳代前半を入国時年齢のピークとした尖った形をしており，入国

者の半数以上が20～40歳代に集中している．

一方女性の入国者の年齢分布も，基本的には男性と同様の推移を示している．ただし，

入国者数が少なかった1980年代前半以前の年齢分布は，男性と比べて明らかに異なる．こ

の時代の入国者においては，女性と男性で入国の動機や資格等が異なっていた可能性が示

唆される．近年の年齢分布は女性と男性で大きな違いはみられないが，女性の20歳代後半

において男性で観測されるよりも鋭いピークを形成しており，この年齢を挟んだ20歳代と

30歳代前半で入国者の半数以上を占めている．総じて，男性よりも入国時の年齢が若い層

に集中している．若い女性の入国が多いにもかかわらず0～14歳で入国する割合が低下し

ているのは，帯同移動が相対的に減少していることの現れであろう．
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図３ 外国人入国者の年齢別割合



以上のように，外国人の入国には，入国者数の年次推移に直線的な増加傾向がみられる．

また一方で，入国者数の増加に大きな影響を受けることなく，男女の年齢分布は近年安定

したパターンを維持している．

Ⅲ 外国人の出国について

外国人の出国については出国率を指標として用いる．ここでは，出国率の分母人口とし

て，期首の外国人人口，出生数および入国者数（短期を除く）を用いた．分母に用いたこ

れらの人口から出国が発生すると考えるのは人口学的にみても妥当と言える．

図4は外国人の男女別出国率の推移をみたものである．男性の出国率は，1980年代前半

の低下を除くと1970年代から概ね直線的に推移しているようにみえる．一方女性の出国率

は，1980年代以前において男性に比して低い水準であったが，1990年代以降は男性の水準

を若干下回ってはいるもののほぼ併走している．概して，長期的には出国率の上昇傾向が

みられるものの，1995年から1996年にかけて段差が生じ，2003年に突発的な低下がみられ

るなど，単純な定式化は難しい．出国率変動の背景要因については，更なる考察が必要で

ある．
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図４ 外国人出国率



つぎに，男女年齢別の出国率３）をみてみよう（図5）．出国率は時代とともに大きく変

化していることが分かる．男性の場合，年齢カーブが全体的に緩やかで，主要な年齢層が

近年ほど若年齢にシフトしつつある．具体的にみると，1980年代前半までは40歳以上の比

較的年齢の高い層の出国率が高かったが，1980年代後半から1990年代にかけては20歳代，

30歳代の若い層の出国率も上がっている．2000年以降は高年齢の出国率が下がる一方で，

20歳代後半から50歳代の比較的若い年齢層で緩やかな台形を形成しながら上昇が続いてい

る．0～14歳でも上昇傾向がみられるが，これも入国同様，帯同移動の影響とみられる．

一方女性の出国率の年齢カーブは男性よりも複雑な形になっている．1980年代前半まで

は60歳代の高年齢で大きなピークを形成すると同時に，20歳代後半でもう一つの小さなピー

クがみられた．1980年代後半に入ると急激に20～30歳代の出国率が上昇し，2000年以降は

20歳代後半をピークに高年齢にかけて緩やかに低下する曲線を描いている．
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図５ 外国人の年齢別出国率

3）年齢は期末時点のものである．男女年齢別出国率の算出に用いた分母人口は，総務省統計局『人口推計』に

示されている期首人口に1年間の入国者数（ただし，短期滞在者を除く）を加えたものである．例えば0～4

歳の率の分母には，期首時点における0～3歳の外国人人口に外国人の出生数および1年間の外国人入国者数

を加えた数値を用いた．



1990年代までは男女間で年齢パターンに顕著な違いがみられたが，2000年に入ると両者

の違いは少なくなっているように見受けられる．出入国者数の増加につれて出国率の上昇

傾向がみられるが，同時に年齢のパターンも変化している．2000年代の後半は2000年代前

半に比べて，男女ともに60歳より若い年齢で低下がみられるなど，出国率の変化傾向から

一定の方向性を見出すのは難しい．出国率を指標として用いた分析では，分母と分子それ

ぞれの特徴に関する考察を前提として，複合的な視点による解釈を必要とする．

Ⅳ 国際人口移動の仮定設定に関する考察

最後に，以上の分析枠組みを国際人口移動の仮定設定に適用する際の課題についてまと

めてみたい．

まず，入国，出国別の年齢各歳別データが公表されていないという制約がある．将来人

口推計では年齢各歳で結果を公表しており，国際人口移動の仮定値も各歳別の数値である

ことが望ましい．5歳階級で作成したものを年齢各歳にブレークダウンする際の課題を含

めて検討が必要であろう．つぎに，入国と出国双方の仮定値を設ける場合，それぞれの分

析結果に誤差が生じる可能性があることから，これまで以上に精緻な分析が求められる．

とりわけ，入国者数の推移を分析するに際しては，その社会経済的要因に関する洞察が重

要性を増すであろう．また，外国人の出国率を仮定値に用いる場合に不可欠となる外国人

人口については，国勢調査における不詳人口の扱いについて精査することや，外国人の出

生や死亡等の人口動態についても別途厳密な分析が必要となる．さらに，最終的には入国

と出国の相互の関係についても検討を要する．なかでも，推計仮定に応用する場合には，

年齢別の出入国頻度の違いに十分な配慮が必要である．

本稿で探索的に用いた分析手法は未だ確立されたものではなく，実際の将来推計の仮定

設定に実践的に用いるには更なる精査が必要であろう．しかしながら，従来手法の課題を

補足し，推計仮定値の客観性を向上させるためにも，実用化に向け今後更なる改善に努め

る必要があるだろう．

※ 本稿は，佐々井司・石川晃（2013）「外国人の国際人口移動分析手法に関する考察」『外国人人

口の受入による将来人口の変化と社会保障への影響に関する研究（平成24年度 厚生労働科学研

究費補助金 政策科学推進研究事業）』（研究代表者：国立社会保障・人口問題研究所 石井太）に

加筆・修正を加えたものである．
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DiscussiononAnalysisMethodsonInternationalMigrationapplying
PopulationProjectionforJapan

TsukasaSASAI

Inthispaper,theanalysismethodsoninternationalmigrationarediscussed,aimedmainlyfor

improvingaccuracyofthepopulationprojectionsforJapan.

InthepopulationprojectionsforJapan,futuretrendsoninternationalmigrationareassumed.

ForJapanesemigration,weassumedthattheaverageofthesex-andage-specificnetmigrationrate

inrecentyearsandwouldremainitconstantonward.Thistrendisusedastheassumptionfor

Japanesemigrationinthefuture.Fornon-Japanesenationals,weprojectedthetrendofnumberof

netmigrationandagepatternsbysexinrecentyearsandusedthosetrendsastheassumption.Note

thatinthecaseofnegativenet-migration,sothatthenumberofemigrantsexceedsimmigrants,the

assumptioneversetuphavebeenrequiredtoadaptvariousconditions.Therefore,themodified

analysismethodsarediscussedthroughcasestudiesonthepastdynamicsandconsideredtheadapt-

abilityofthemodelstothepopulationprojections.Ahigheraccuracyandaccountabilityisex-

pectedbyanalyzingimmigrationandemigrationseparately,butthemethodsarestillcontinuedto

beelaborate.


